
※各指標の県内順位は財政的に良好な方からの順位

H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績
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【現状と課題】

①実質収支、実質単年度収支
・「実質収支」は黒字（304,669千円）。
　Ｈ27比▲39,441千円（▲11.5％）。

・「実質収支比率」は2.9％（県平均10.5％、県内28位）。
　Ｈ27比▲0.4ｐｔと悪化。

・「実質単年度収支」は黒字（46,676千円）。
　Ｈ27比＋86,255千円。
　
・「実質単年度収支比率」は0.5％（県平均0.8％、県内13位）
　Ｈ27比＋0.9ｐｔと改善。

②歳出規模の状況
・「歳出決算倍率」（復旧・復興事業を除いた対標財比）は173.7（県平均169.9、
県内17位）。
　Ｈ27比＋5.2ｐｔと規模は大きくなっている。

③基金残高の状況（復旧・復興事業分を除く）
・「基金残高（財調＋減債＋その他特目）」は1,838,233千円。
　Ｈ27比＋231,181千円（＋14.4％）

・「基金残高倍率」は（対標財比）は17.8％（県平均53.2％、県内33位）
　Ｈ27比は＋2.2ｐｔ。

・「基金残高対前年度減少額倍率」（対標財比）は＋2.3％。
　Ｈ27比は▲2.4ｐｔ。

【③検討依頼事項】
・基金残高倍率（対標財比）が県内で最下位となっていますが、これまで及び
今後の基金積立方針について説明願います。

・財政調整基金及び減債基金のH28末残高について、使途をどのように整理
しているか説明してください。

・平成29年３月に策定しました滝沢市中期財政計画において
は、財政調整基金の保有可能な総額として25億円以上として
おります。ただし、目標とする年限は示すことはしておりませ
ん。このことは、ビッグルーフ滝沢などの大規模事業を昨年度
終え、平成31年度開校に向けた新設校滝沢中央小学校の建
設等に多大な歳出を伴うことがその背景となっており、基金積
立が進まない見込みです。
　なお、これまでは毎年度の決算差額（歳入‐歳出）の２分の１
以上を積み立てております。
・財政調整基金1,239百万円の使途（内訳）は、簡易水道施設
整備費分20百万円、滝沢・雫石環境組合分37百万円、純財
政調整分1,181百万円となっております。

・平成29年度の基金残高は、減債基金100百万円の積立等に
より、158百万円の増加となりました。
　また、平成30年度の大規模事業に係るその他特定目的基
金の取崩しの影響で、平成30年度末見込残高の総額が対前
年度末比で20百万円の減となりますが、財政調整基金につい
ては5百万円の増、減債基金は190百万円の増となります。
・平成29年度末における財政調整基金1,271百万円の使途
（内訳）は、簡易水道施設整備費分20百万円、滝沢・雫石環
境組合分37百万円、純財政調整分1,214百万円となっていま
す。

④経常収支比率の状況
・「経常収支比率」は92.5％（県平均88.0％、県内28位）。
　Ｈ27比は＋0.3ｐｔと悪化。

・性質別内訳の構成
　県内下位なのは補助費等（22.3％、県平均13.0％、県内33位）、扶助費
（13.6％、県平均7.1％、県内32位）、維持補修費（2.9％、県平均2.1％、県内25
位）。
　県内上位なのは公債費（12.8％、県平均18.5％、県内2位、ただしH27比＋0.8
ｐｔ））、物件費（10.4％、県平均13.9％、県内3位）。
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検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【④検討依頼事項】
・経常収支比率の性質別内訳について、補助費等、扶助費、維持補修費が県
内で下位となっていますが、その要因についてどのように分析しているか説明
してください。
　また、ビッグルーフ滝沢などの大規模事業の状況も踏まえますと、今後の経
常収支比率は悪化する方向にあるものと見込まれますが、どのように対応し
ていくこととしているか説明してください。

・補助費等については、し尿処理及びごみ処理を、それぞれ
盛岡地区衛生処理組合(負担金311百万円)、滝沢・雫石環境
組合（負担金1,054百万円）の一部事務組合により行ってお
り、市直営で処理業務を行っている自治体と比べ、割合が大
きくなっていると思われます。
　扶助費については、当市の特徴として市民に占める若年層
が多いという背景から、例えば児童福祉費の保育所児童運
営費委託料（単独有り）が1,770百万円で扶助費の36％を占
めるなど扶助費のウエイトを押し上げている要因となっていま
す。
　維持補修費については、除排雪業務委託、市道等維持補
修で約８割を占めていますが、以前から除排雪は幹線ほか枝
線についても対応を行っていることなども費用増の要因と思
われます。

　平成29年度に供用開始したビッグルーフ滝沢、平成30年度
工事完了する新設小学校の建設に伴い、公債費の増加が見
込まれており、特にも平成34年度からは小学校建設に係る公
債費は90百万円と増加します。
　対策として、平成27年度において財政構造改革方針を定め
財政構造改革に着手しています。予算編成において新たな取
り組み（「事業優先度評価会議」、事業予算の見直し予算編成
において該当年度以降の複数年度予算シミュレーション）を実
施し、持続可能な財政運営を図れるよう取り組んでいるところ
です。

・平成29年度決算で、補助費等については、滝沢・雫石環境
組合負担金の一部起債の償還完了に伴い、179百万円・2.0ｐ
ｔの減となりました。
　扶助費は、保育所児童運営費委託料等の増により108百万
円・0.8ｐｔの増となり、今後も増額が見込まれています。
　維持補修費については、大雪による除排雪業務委託の支
出が大きく104千円・1.0ｐｔの増となりました。

　経常収支比率については、91.8％と0.7ｐｔ改善したところです
が、平成30年度に小中学校空調設備整備事業が加わり、公
債費のさらなる増加が見込まれ、今後の数値の悪化が懸念さ
れます。対策として、一連の財政構造改革を拡大し、平成30
年度から歳入の拡大に全庁的に取組んでいるところでありま
す。

⑤実質公債費比率の状況
・「実質公債費比率」は7.5％（県平均10.4％、県内6位）。
　Ｈ27比は＋0.6ｐｔとやや悪化。
　

⑥プライマリーバランスと地方債残高の状況
・「プライマリーバランス」（地方債発行額／元金償還額）は赤字（210.2％、県
平均99.1％、県内30位）。
　Ｈ27比＋27.1ｐｔと悪化。
　
・「地方債現在高倍率」（対標財比）は166.5％（県平均192.1％、県内12位）。
　Ｈ27比は＋13.0ｐｔと悪化。
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検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【⑤⑥検討依頼事項】
・プライマリーバランス及び地方債現在高倍率が悪化していますが、その原因
と今後の見通し（一時的なものか恒常的なものかを含む）について説明してく
ださい。

・プライマリーバランスに対する貴市の考え方を説明してください。

・プライマリーバランスについて、27.1ｐｔの悪化の原因は、元
金償還額が微増の中、地方債発行額が前年度から24％（498
百万円増）増加したことによります。内容としましては、交流拠
点複合施設等整備事業で1,626百万円の市債の発行が大き
な増加要因となります。
　今後は、小学校建設関連の起債発行の予定があり、早期の
改善は見込んでおりませんが、小学校建設事業の終了の平
成30年度以降は起債を伴う大規模な事業は予定しておりま
せんので、その後は改善されると見込んでおります。
　地方債現在高倍率の悪化についても、標準財政規模がほ
ぼ変動がない中、上記交流拠点複合施設等整備事業1,626
百万円の市債の発行をしたことに伴うことにその要因があり
ます。
　今後は、市債発行による残高の増加、また標準財政規模の
増加が見込めないこと、償還を終える市債よりも、据置期間を
経過し償還が始まる市債もあることから当分の間、早期の改
善は見込めないものと思っております。

・当市のプライマリーバランスは、平成22年度までは黒字化が
進み市債残高は減少傾向にありましたが、平成23年度から赤
字に転換し、以降複合施設の建設また来年度までは小学校
建設に伴う市債の発行があり黒字転換は難しいものとなって
います。
　この赤字は、後世代への負担の転化であり、健全な財政と
は言えないと認識し、中期財政計画においては、国の制度の
影響を受ける臨時財政対策債を除く、計画に基づく普通建設
事業等に係るプライマリーバランスの黒字化を念頭に、中・長
期的な視野の下、市債残高の減少を財政計画上の目標と設
定しております。

・平成29年度決算のプライマリーバランスは、地方債発行額
の減により97.7％となり、大きく改善しました。但し、スマートイ
ンターチェンジ整備事業等の大規模な繰越事業によって借入
れが次年度にずれ込んだ側面もあります。
　平成30年度で一連の大規模事業が終了するため、3月補正
予算後の数値が281.6％、31年度は当初予算で72.0％となっ
ていますが、いずれも繰越事業の影響で変動する見通しで
す。
　地方債現在高倍率は162.8％と3.7ｐｔの改善となりました。こ
ちらについても繰越事業を含め平成30年度に大規模な借入
れが予定されていることから、再び悪化した後、徐々に落ち着
いていくものと見込んでいます。

⑦将来の財政負担（地方債残高+債務負担行為支出予定額-基金残高）の状
況
・「将来財政負担」は17,540,742千円。
　Ｈ27比＋2,509,043千円（＋16.7％）と悪化。
・「将来財政負担比率」（対標財比）は169.8％（県平均222.1％、県内21位）。
　Ｈ27比＋24.3ｐｔと悪化。
　
⑧将来負担比率（健全化法）の状況
・「将来負担比率」は71.8％（県平均47.5％、県内24位）
　Ｈ27比＋11.8ｐｔと悪化。

⑨公営事業会計等への繰出金等の状況
・「繰出金等比率1（事業会計繰出金＋基準外繰出金＋三セク等補助金・委託
料の対標財比）」は10.9％（県平均12.5％、県内11位）。
　Ｈ27比▲0.4％とやや改善。

・「繰出金等比率2（1から第三セクターへの委託料を除いたもの）」は9.9％（県
平均11.4％、県内13位）。
　Ｈ27比▲0.4％とやや改善。
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【⑤⑧検討依頼事項】
・実質公債費比率は現在良好な状況にありますが、現在行われている、又は
今後行われる大規模事業について、基金残高の現状を鑑みると、その財源を
地方債に頼らざるを得ない場面もあると考えられることから、今後の大規模事
業の実施見通しと併せ、実質公債費比率の今後の見通しについて説明願い
ます。

・同様に、将来負担比率の今後の見通しについても説明願います。

・滝沢中央小学校の平成31年度開校に向け、現在、建設事
業を進めているところですが、これに伴う市債の発行（平成30
年度）後、大規模な事業は予定していないところです。
　実質公債費比率の今後の見通しについては、これまで普通
交付税措置のある市債を優先的に発行していますが、平成
30年度までは市債発行額自体が大きいことから、それまでは
当該比率の改善は難しいと考えています。それ以降は、大型
事業を予定していないことから多少の改善が見込めると考え
ています。

・今年度の将来負担比率の悪化は、主に算定上の将来負担
額（前年度13,183百万円増）にあって、その内、組合負担等見
込額の減少（297百万円減）がある一方、地方債現在高の増
（1,353百万円増）が大きく影響しました。
　また、今後は、減少要素として、盛岡地区衛生処理組合の
負担金の減少があるものの、大型事業（小学校新設）に伴う
市債発行による地方債残高、退職手当負担見込額の増加要
因があり、実質公債費比率同様に改善は難しいと考えていま
す。

・平成29年度決算における実質公債費比率は7.2で、0.3ｐｔの
改善となりました。しかし、平成30年度中の完了が見込まれて
いる大規模事業の外に小中学校空調整備事業が追加とな
り、今後の公債費負担が増加となります。公債費のピークは
平成34年度に迎える見込みとなっており、それ以降について
は漸減していくことから、実質公債費比率もこれに沿った形で
推移するものと捉えています。

・将来負担比率については、66.8で5.0ｐｔ改善しました。平成
29・30年度には減債基金の積立により今後の公債費負担に
備えたところですが、その他の状況は大きく変わらず、当面の
将来負担比率の悪化は避けられないと思われます。

歳入関係
【現状と課題】
・自主財源比率
　自主財源比率は36.2％（H27：37.5％、▲1.3pt）で、県内10位(県平均35.1％）
にある。
　そのうち、歳入に占める市町村税の割合は28.1％（Ｈ27：27.8％、＋0.3pt）
で、県内5位（県平均17.1％）にある。

・市税の徴収状況
　市税の収入未済額は、１億3,010万円（Ｈ27：１億5,009万円）であり、減少して
いる。（県全体では、７億6,986万円の減少）
　市税の調定済額に対する収入未済額の割合は、2.4％（県内計3.5％、県内
第８位）で、昨年より0.5pt縮小している。（Ｈ27：2.9％）

・市税の徴収率
　市税の徴収率は、97.3％（現年分：99.4％、滞繰分：26.6％）で、県内計
（96.1％）を1.2pt上回っており県内第９位である。なお、現年度分も県内計
（99.0％）を上回っているが、滞納繰越分は県内計（27.2％）を0.6pt下回ってい
る。

・超過課税の採用状況
　法人税割において超過課税を採用している（標準税率9.7％→採用税率
12.1％）。Ｈ28年度における超過課税による収入済額は3,680万円余である。

・納税環境対策、滞納整理・滞納処分執行状況
　納税環境の充実策として、平成27年４月から市税のコンビニ納付を導入して
いる。また、滞納者に対する行政サービス制限を資金融資事業等に導入して
いる。
　滞納処分では、動産、債権、不動産の差押を積極的に執行（622件、91,080
千円）し、このうち34.7％に当たる31,631千円を換価（取立）している。また、イ
ンターネット公売を活用（Ｈ28年度は４回実施）している。
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検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【検討依頼事項】
・市税の徴収率
　滞納繰越分の徴収率が県内計を下回っていますが、その原因をどのように
分析しているか説明してください。
・納税環境対策
　コンビニ収納のほかに、クレジットカード収納、ゆうちょのマル公収納の導入
を予定しているとのことですが、進捗状況、導入後の効果の見通しなどについ
て説明してください。

・市税の徴収率
　滞納繰越分の収納率を税目別にみた場合、固定資産税の
みが県内平均を下回る結果となっています。さらに、当市の
固定資産税滞納者のうち約1割が相続(死亡者課税を含む)案
件となっており、固定資産税の滞納金額に占める割合は約
35%です。相続案件については、その課税の有効性や相続人
の特定に時間を要する場合が多く、併せて相続人への賦課
後に相続放棄がなされる等、実際の滞納処分に至るまでに時
間を要するケースが多いことから、これが滞納繰越分全体の
収納率低迷の要因と考えています。

・納税環境対策
　双方とも平成30年度からの実施に向け遅延なく準備中で
す。
　クレジットカード収納は主に県外の納税者に向けた納税手
段の提供ですが、利用は少数にとどまると予想され、収納率
にかかる効果はほぼ見込まれません。しかし、利用可否につ
いては毎年問い合わせがあること、高額納税をコンビニで行
うことに抵抗感を持つ納税者がいること、また、市役所にて分
納手続きを行うことなくクレジットカードの分割払いが可能であ
る等クレジットカードの機能性は納税者にメリットがあること等
を踏まえ、収納対策における効果は見込まれると考えていま
す。
　マル公対応については、特に市内の一部地域において郵便
局以外には銀行もコンビニも無い地域が存在することから、こ
の地域の納税環境の利便性の向上を図ること、併せて、県外
東北地域の納税者への新たな納税手段の提供として実施す
るものです。
　なお、クレジットカード収納及びマル公対応に係る経費は約
308万円です。

・市税の徴収率
　平成29年度決算の状況において、滞納繰越分の徴収率は
全ての税目で県内平均を上回る結果となりました。ただし、固
定資産税においては課題である相続案件の解決を進めたこ
とのみによる成果ではなく、広く滞納整理を進めた成果と考え
ています。
　滞納繰越分は、調定額が減少しているため偶発的要因によ
り徴収率が上昇する可能性が考えられますが、滞納繰越分
における安定した徴収率の維持と調定額の圧縮に向けた取
り組みにおいて、相続案件の整理は重要な要因であることか
ら、今後も継続して整理に取り組むこととしています。

・納税環境対策
　平成30年度から、滝沢市税のクレジットカード収納とゆうちょ
銀行マル公納付書の導入を開始しました。
　クレジットカードによる市税の納付については毎年問い合わ
せを受けていたところであり、今年度から取り扱いの開始を案
内していますが、概ね好意的な意見をいただいております。な
お、利用率は約0.5%です。
　マル公納付書については、市内の一部地域における納税の
利便性向上を見込んでいたところでしたが、その地域以外の
方からも、ゆうちょ銀行で納税できることの利便性に好意的な
声をいただいています。
　それぞれの納税方法は開始したばかりであるため、その認
知度においても上昇余地があると考えており、継続的に周知
を図ることで納税者の利便性の向上と現年度徴収率への寄
与を期待するところです。

保
険
等
事
業
会
計

国保事業 【現状と課題】
・財源補てん的な他会計繰入金（普通会計からの繰入）はなし。Ｈ27もなし。
　実質収支は283,099千円。Ｈ27比＋138,279千円（＋95.5％）

・国保税の収入未済額
　調定額に対する割合　13.9％（Ｈ27比▲2.5ｐｔ）

・国保税の徴収率　　　　84.1％（Ｈ27比＋4.4ｐｔ）

後期高齢
者医療事
業

【現状と課題】
・後期高齢者医療制度に移行。

・実質収支は3,400千円、H27比＋756千円（＋28.6％）。

介護保険
事業（保
険事業会
計）

【現状と課題】
・財源補てん的な他会計繰入金はなし。H27もなし。
　実質収支は57,340千円。H27比＋1,192千円（＋2.1％）
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

介護保険
事業（介
護サービ
ス事業勘
定）

【現状と課題】
・普通会計からの繰入金10,229千円。Ｈ27比▲955千円（▲8.5％）。
・上記及び普通会計への繰出金を控除した実質収支▲9,157千円（H27比＋
932千円、＋9.2％）。

【検討依頼事項】
・普通会計からの繰入金を除いた実質収支がマイナスとなっていますが、この
原因についてご説明願います。

・【地域包括支援センター】
　当該会計で所掌する指定介護予防支援については、指定
介護予防支援等の人員及び運営並びに指定介護予防支援
等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基
準（平成18年厚生労働省令第37号）（以下、「基準」という。）
等に従い運営しています。
　主たる支出は、人件費と指定介護予防支援に係る委託料で
あり、人員については基準により担当職員として保健師等の
配置が義務付けられています。指定介護予防支援について
は、件数的に所内の人員では対応できないため、事業所への
委託を余儀なくされています。
　収入はサービス提供の対価であり、計画的な増収は困難で
す。仮に増収しても同額の委託料が増える見込みです。
　こうした中、当該事業は基準により独立会計とすることが求
められており、財政構造上、普通会計からの繰入金に依存せ
ざるを得ない状況です。

　平成29年度の繰入金は、7,637千円（前年度比▲2,592千
円、▲28%)でありました。
　上記及び普通会計への繰出金を控除した実質収支は、▲
6,487千円(前年度比+2,669千円)でありました。
　制度改正により、平成29年度から介護予防・日常生活支援
総合事業を開始し、1年かけて移行となりました。これにより、
平成30年度の訪問介護サービス及び通所介護サービスの全
てが総合事業に移行し、平成30年度の歳入歳出ともに減額と
なっています。また、平成30年度においては、介護予防支援
業務にあたる担当職員を当初、前年度と同数の2名とし予算
計上していましたが、再任用の職員2名としたため職員人件
費も減額となっています。このことから普通会計の繰入金も減
となっていますが、平成30年度の普通会計の繰入は7,180千
円(H29比▲457千円)あるため、引き続き、経費削減、費用負
担の適正化に努めてまいります。

公
営
企
業
会
計

上水道事
業(法適)

【現状と課題】
・基準外繰入金を控除したＨ28年度決算の実質収支　152,824千円
　(※基準外繰入金ゼロ)
　Ｈ27比　▲42,212千円
　収益的収支に係る一般会計からの繰入金  3,752千円（うち基準外　0千円）
　資本的収支に係る一般会計からの繰入金13,602千円（うち基準外　0千円）

・経常収支比率　119.0％。（県内7位）H27比▲6.8pt。県平均117.9％

・料金回収率と普及率
　　料金回収率　　109.2％。(県内7位)Ｈ27比▲7.2pt。県平均99.6％
　　　　　　　　　　　　　　※大槌町の異常値も含めた県平均は124.7％
　　普及率　　　91.1％。(県内10位)Ｈ27比＋0.2pt。県平均84.6％

・施設の利用効率　74.9％(県内2位)H27比＋0.2pt。県平均59.0％

・20m3当たり使用料月額　3,349円。(県内15位)H27比+-0円。県平均3,704円
・有形固定資産減価償却率　44.0％。（県内16位)H27比+1.2pt。県内平均
45.6％
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【検討依頼事項】
・良好な運営を行っていると思われますが、有形固定資産減価償却率に絡
み、今後老朽化が進行していき、施設更新の必要性が生じていく中で、更新
投資の計画と財源確保についてどのように考えているか、参考までにご説明
願います。

●更新投資の計画と財源確保について
【説明】
　平成17年に策定した水道ビジョン及び経営計画に基づき、
これまでも計画的に水道施設や配水管の更新を進めてきまし
たが、新たに平成27年に実施したアセットマネジメントの結果
を基に、平成34年を目標年度とする新水道ビジョンを策定し、
健全経営の持続を図っていくものとしています。
　将来における財政の見通しについては、アセットマネジメント
に基づく計画的な更新の推進を前提に、事業報酬算入による
水道料金の適正化を図っていくものとします。
　企業債の償還においては、簡易水道統合事業に係る元利
償還額に対する一般会計からの基準内繰入を継続するととも
に、新たな企業債の借入は規範性を持ち残高を抑制していき
ます。
　資金残高は、翌年度の企業債の償還予定額と資本的収入
が、資本的支出に不足する金額を補うことができる内部留保
資金の額以上を目標とし、これを下回る際には企業債を借入
するものとします。

●更新投資の計画と財源確保について
【取組実績】
　新水道事業ビジョンの前期4年間の振り返りを行った上で、
計画の見直しを反映させた後期４年間の経営計画を策定す
るため、平成３１年１月に上下水道事業経営審議会に諮問
し、３月には答申を受けることとしており、平成３０年度内の計
画策定へ向け取り組んでいます。
　後期経営計画策定に当たっては、前回説明したとおり、ア
セットマネジメントに基づく計画的な更新とそれに見合った財
政計画を作成し、水道料金の適正化と規範性を持った企業債
借入による経営基盤の強化を図るものとします。

簡易水道
事業(法
非適)

【現状と課題】
・Ｈ28年度決算の実質収支　5,488千円
　(※基準外繰入金を控除した場合は、▲17,156千円)
　Ｈ27比　▲18,518千円
　収益的収支に係る一般会計からの繰入金  11,427千円（うち基準外　8,629
千円）
　資本的収支に係る一般会計からの繰入金14,015千円（うち基準外　14,015千
円）

・料金回収率と普及率
　　料金回収率　　62.7％。(県内6位)Ｈ27比▲13.7pt。県平均55.6％
　　普及率　　　84.3％。(県内4位)Ｈ27比＋2.6pt。県平均66.4％

・施設の利用効率　48.3％(県内11位)H27比＋1.0pt。県平均52.1％

・20m3当たり使用料月額　2,844円。(県内16位)H27比+-0円。県平均3,393円

【検討依頼事項】
・施設利用率は県平均を下回り、かつ経年変化をみた場合でも低下傾向にあ
るようです。施設の利用状況や適正規模について、どのようにお考えであるか
ご説明願います。

　施設利用率が県平均より低い状況となっておりますが、本
水道の供給先に陸上自衛隊の駐屯地があり演習実施の際
に、1日当たりの配水量が年平均配水量の1.5倍程度となりま
す。このため、年間を通しての施設利用率は県平均を下回る
率となっておりますが、昨年度の一日最大配水量で計算した
場合は64.2％となり県平均を上回る状況となります。
　施設利用率につきましては、今後、大規模な宿泊施設への
供給も計画されていることや、上水道へ統合することとしてお
りますので、その中で検討する予定をしています。

　旧一本木簡易水道事業については、平成30年4月に滝沢市
水道事業と統合しました。統合前に整備した施設等資産につ
いても水道事業に引き継いだことから、今後は市水道事業全
体として、施設の有効活用を進めてまいります。
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

公共下水
道事業

【現状と課題】
・基準外繰入金を控除したH28年度決算の実質収支　116,110千円
（※基準外繰入金　0千円）
　H27比　▲32,636千円
　収益的収支に係る一般会計からの繰入金　277,676千円（うち基準外　0千
円）
　資本的収支に係る一般会計からの繰入金　506,912千円（うち基準外　0千
円）

・水洗化率　　96.2％（H27比：+4.2％）。
　類型平均（90.2％）との比較では6.0pt高く、県平均（78.6％）との比較では
11.6pt高くなっている。

・有収率　　　77.3％（H27比：+3.4％）
　類型平均（79.8％）との比較では2.5pt低く、県平均（89.1％）との比較では
11.8pt低くなっている。

・使用料回収率　　183.8％（H27比：+52.6％）
　類型平均（87.2％）との比較では96.6pt高く、県平均（79.6％）との比較では
104.2pt高くなっている。

・使用料単価　146.70円（H27比：±0％）。
　類型平均（158.25円）との比較では11.55円低く、県平均（173.72円）との比較
では27.02円低くなっている。

・一般家庭用使用料（１か月に20㎥使用）　2,894円（H27比：±0円）
　類型平均（2,861円）との比較では33円高く、県平均（3,080円）との比較では
186円高くなっている。

・地方債の償還　362,589千円
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【検討依頼事項】
・有収率が県平均に比べ低くなっているようです。原因と、利用者からの料金
徴収についての改善計画等をご教示願います。

(1)有収率について
　有収率が低い主な原因としては、マンホールポンプ流量の２
４時間監視により雨水、地下水等が浸入している可能性が高
いと推測しています。
　浸入の原因は、下水道管渠の密閉度の低下であり、具体的
には管の破損などとともに、過去の工事の際の旧規格の製品
や工法が考えられます。旧規格は、現行規格と比較すると、
地下水、雨水浸入対策が不十分です。
　市では約200kmの管路があることからアセットマネジメント計
画を策定の上で、長期計画的な改築工事が必要と考えます。
　また、本市の汚水処理は、県と複数市町による流域関連公
共下水道によっていますが、不明水量は、処理場受入総量が
各市町に按分配分されるため、広域的な同様の対策も必要と
考えます。

（２）使用料徴収について
　本市の現行使用料は、平成24年度に日本下水道協会の指
針に基づき、資本費算入や人口推計などから客観的に算定
した体系となっています。
　平成27年度の地方公営企業会計への移行に伴い、収支を
検証したところ、基準内の繰出金で収支は均衡している状態
で、更に経営戦略により将来推計をしたところ、同じ使用料単
価でも、ここしばらくは同様の状況がつづくことが見込まれて
います。
　単独処理場を運用していないことや、将来的に水洗化人口
の増加が見込まれるメリットの一方で、地方債償還、災害、流
動比率の低迷や施設老朽化進展等の課題もありますので、
今後についても収支の均衡を継続できるよう、４年程度に１回
の使用料見直しを実施します。（見直しにより、20ｍ2当たり単
価を平成29年度2,894円から平成30年度以降は3,002円に改
正しました。）

(1)有収率について
　雨水流入対策については、旧型マンホール蓋に専用キャッ
プを装着したほか、雨水排水を公共マスへ接続しないよう広
報誌や旧農業集落排水区域の各戸へチラシ配布するなど啓
発を行いました。
　ストックマネジメント計画（旧長寿命化計画より継承）により、
老朽管の管更生工事（本管約180ｍ）を行いました。今後も耐
用年数満了を近々に控えている管については点検・調査を行
いながら、計画的に改築を行い不明水の解消に努めます。

（２）使用料徴収について
　損益計算書上は純利益を出しておりますが、営業外収益の
非現金収入である長期前受金の収益化によるものであり、営
業収支は損失となっています。他会計繰入金をもって収支均
衡している状態ですが、今後見込まれる資本的支出に備え、
減債積立金や建設改良積立金へ積み立てるなど、費用を長
期にわたって平準化することも考えていかなければならないと
考えます。
　なお、平成30年度4月におおむね3％の使用料改定を行いま
したが、実際は件数あたりの排水量が低く、当初予定してい
た予算額を減額補正することとなりました。経営の安定のた
めには今後も4年に1回の見直しは必要と考えておりますが、
その際、将来の建設改良に備える「公共的必要余剰（資本報
酬）」についてよりきめ細やかな整備計画に基づく算定が必要
と考えます。

総括的事
項

【現状と課題】
・Ｈ28.3.31現在で、25％以上出資の第三セクター　０法人（H27　０法人）。
・運営費補助金を交付している法人は、１法人(H27　１法人）。
・経常損失を計上している法人は、０法人（H27　０法人）。
・債務超過の状態にある法人は、０法人（H27　０法人）。

公益財団
法人滝沢
市体育協
会

【現状と課題】
・事業内容　市民の体力向上に関する諸施策の企画実施指導、加盟団体の
強化　及び相互の連絡連携、市体育施設の管理等
・Ｈ28年度決算の経常損益　1,396千円。Ｈ27比1,095千円の増。
・運営費補助金控除後の経常損益　△31,440千円。
・損失補償債務残高　０千円。Ｈ27比　増減なし。
・長期借入金　０千円。Ｈ27比　増減なし。

第
三
セ
ク
タ
ー

等
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H29.11　市町村課 H29.11　滝沢市 H31.3　滝沢市

検討依頼事項 左に対する検討結果（方針・対策・課題・要望事項等） 平成30年度取組実績

【検討依頼事項】
市による損失補償や市からの借入金等がないことから、市の財政リスクは少
ないと考えられますが、運営費補助がなければ経常損失を計上してしまう状
況となっています。運営費補助はH27と比較し約4,000千円減となっております
が、運営費補助の考え方について説明願います。

　本来体育協会による自主事業により収益を上げ市からの補
助金頼みとならない体質が理想と考えられますが、市のス
ポーツ振興施策を展開するうえで、無くてはならない団体であ
り、今後理想形へ向けての指導は継続しますが、団体の存続
のための最低限の補助金は、必要と考えます。

　平成29年度決算の体育協会への運営費補助は前年度比較
で約2,000千円の減となりました。今後についても、市民への
影響が及ばない範囲内において、運営費補助に頼らない経
営への脱却に向けた指導を継続してまいります。

土
地
開
発
公
社

なし。
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